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Ⅰ 新たな県立高等学校再編計画（平成 28年度～令和７年度）の取組（中間

まとめ） 

１  概要  

(1) 策定の経緯 

      県教育委員会においては、高校教育の現状と課題を踏まえ、魅力ある学校づくり

に向けて適切な教育環境の整備の推進を図るため、「新たな県立高等学校再編計画」

（平成 28年度～令和７年度）及び「新たな県立高等学校再編計画後期計画」（令和

３年度～令和７年度）を策定しました。計画策定の経緯は、以下のとおりです。 
   

平成20年 ４月 「第二次県立高等学校長期構想検討委員会」設置 

平成21年 ９月 同委員会から「今後の県立高等学校の在り方について」報告書提出 

平成22年 ３月 「今後の高等学校教育の基本的方向」策定 

平成26年 ５月 「県立高等学校教育の在り方検討委員会」設置 

平成26年 12月 同委員会から「今後の県立高等学校の在り方について」報告書提出 

平成27年 ４月 「今後の高等学校教育の基本的方向」改訂 

平成28年 ３月 「新たな県立高等学校再編計画」策定 

令和３年 ５月 「新たな県立高等学校再編計画後期計画」策定 

 

(2) 再編計画の期間 

      本計画は、平成 28年度から令和７年度までの 10年間の計画です。 

      このうち、平成 28年度から令和２年度までの５年間を前期、令和３年度から令和

７年度までの５年間を後期として、統合、学級数調整、学科改編等について、それぞ

れ具体的な県立高校の再編を計画したものです。 

 

(3) 基本的な考え方 

ア 特色と魅力を持った学校の整備 

        生徒の学習ニーズ、興味・関心等に適切に対応し、進路希望の実現を図るため、

生徒が意欲を持って主体的に学ぶことができる特色と魅力を持った学校づくり

を推進することが重要であるとしました。 
 

イ 教育機会と教育環境の確保 

  生徒数の減少が続く状況の中、広大な県土と多くの中山間地域を抱える本県に

おいて、教育機会の確保は大きな課題となっており、一方で、集団生活を通じて

社会性や協調性を育むためには、一定規模の人数が必要であるとしました。 
 

ウ 様々な課題を抱えた生徒に対応した学校の充実 

   教育上特別な支援を必要とするなど、様々な課題を抱えた生徒への適切な指導

や支援体制の充実が必要であるとしました。 
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エ 地域や産業と高校教育の連携 

     地域の産業構造や人材のニーズを踏まえ、地域における就職の実態等を見据え

た学科編制や教育課程の編成を行い、各地域において産学官が連携し、広域的に

組織している人材育成の取組と連携しながら、地域や地域産業を担い、発展に貢

献できる人材の育成を図ることとしました。 

 

(4)  後期計画における基本的な考え方 

後期計画においては、県立高校の現状と課題を踏まえ、教育の機会の保障と教育

の質の保証を柱としつつ、地域における学校の役割を重視した魅力ある学校づくり

に向けて、次の２つの考え方を基本として再編を進めることとしました。 

 

  ア 生徒の希望する進路の実現 

生徒の進路実現に向けた学力及び専門技術の定着・向上など、高校教育の充実へ   

の期待が高まる中、各ブロックにおける学校規模をできる限り維持することで学

びの選択肢を確保するとともに、進学や専門分野の深い学びを希望する生徒のた

めに一定の学校規模の確保や、幅広い教科・科目の開設、教員の指導体制の充実等

により、多様な進路希望を実現できる教育環境の整備を図ることとしました。 

 

イ 地域や地域産業を担う人づくり 

地域人材の育成等について高校の持つ役割の重要性や地域からの期待が高まる

中、各地域の学校をできる限り維持し、多様な分野の学びも確保しながら、生徒が

自己の興味・関心に基づき、地域の社会情勢や産業振興の動向等を踏まえ、学ぶこ

とができる教育環境の整備を図ることとしました。 

 

(5) 学校・学級の規模 

ア 学校規模に対する考え方 

     平成 28年に策定した「新たな県立高等学校再編計画」（平成 28年度～令和７

年度）においては、生徒の個性や進路希望の多様化への対応、多様な教育活動の

展開、及び集団活動による社会性の育成等の観点から、学校規模に対する考え方

を示しました。 

 その後、「新たな県立高等学校再編計画後期計画」（令和３年度～令和７年度）

の策定に向けた地域との意見交換等において、地域の小規模校の存続を求める意

見が多かったことや、地方創生に果たす高校の役割等を考慮し、後期計画におい

ては、現状の学校規模をできる限り確保する等、柔軟に対応することとしました。 
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イ 周辺の高校への通学が極端に困難な学校の取扱い 

     近隣に他の高校がなく、他地域への通学が極端に困難な場合、地域における学

びの機会を保障するため、特例として１学年１学級を最低規模とする学校（以下

「特例校」という。）を配置することとし、特例校として葛巻高校、西和賀高校、

岩泉高校の３校を指定しました。 

        なお、１学年１学級の学校（以下「１学級校」という。）については、入学者

数が２年連続で 20 人以下となった場合には、原則として、翌年度から募集停止

とし、統合することとしました。 

 

ウ １学級の規模 

    「公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律」の規定に基

づき、１学級の定員は 40人を標準としました。 

 

(6) 通学等の支援 

      本計画による県立高校の統合により、公共交通機関による通学の費用が大幅に増

加する場合や、通学が困難になる場合には、他の地域との公平性も考慮した上で、

通学支援策を導入していくこととしました。 

      なお、具体的な支援策については、各地域での状況等が異なることから、地域の

意見を伺いながら検討・実施することとしました。 

 

２  進捗状況と評価       

(1)  進捗状況 

      学級編制については、原則として再編計画に基づき実施することとし、県内各ブ

ロック内の中学校卒業予定者数や、各学校の定員充足状況等に大きな変化があった

場合については、実施時期等の変更を検討することとしました。 

      また、入学志願者で１学級定員（40人）以上の欠員を生じた場合には「岩手県立

高等学校の管理運営に関する規則」に基づき、学級減を検討する場合があることと

しました。 

     このような考え方に基づき、計画期間中の学級編制を検討し、全県で４地区の学

校統合、43学級の学級減を行いました。 

     なお、令和７年度の西和賀高校の募集学級数については、令和６年度の入学者数

の実績 44人と西和賀町が見込む令和７年度の志願者数をもって判断することとし、

１学級の臨時増としました。 
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ア 平成 28年度の取組 

      [平成 29年度の学級編制] 

学校名 
平成 28年度 
学科・学級数 

再編内容 
平成 29年度 
学科・学級数 

大  槌 普通３ １学級減  普通２ 
伊 保 内 普通２ １学級減 普通１ 

 

イ 平成 29年度の取組 

      [平成 30年度の学級編制] 

学校名 
平成 29年度 
学科・学級数 

再編内容 
平成 30年度 
学科・学級数 

雫  石 普通２ １学級減 普通１ 
西 和 賀 普通２ １学級減 

コース見直し 
普通１ 

水沢農業 農業３ 
 

１学級減 
学科改編 

農業２ 

一関第二 総合６ １学級減 
系列見直し 

総合５ 

大 船 渡 普通５ １学級減 普通４ 
釜石商工 工業３ 

商業２ 
２学級減 
学科改編 

工業２ 
商業１ 

種  市 普通２ 
工業１ 

１学級減 普通１ 
工業１ 

〔再編計画による学校再編〕 

 杜陵高校通信制課程宮古分室を宮古高校通信制課程に再編 

〔再編計画の学級減を延期した学校〕 

 葛巻高校 

 

ウ 平成 30年度の取組 

      [令和元年度の学級編制] 

学校名 
平成 30年度 
学科・学級数 

再編内容 
令和元年度 
学科・学級数 

盛岡第四 普通７ １学級減 普通６ 
平  舘 普通２ 

家庭１ 
１学級減 
コース見直し 

普通１ 
家庭１ 

岩 谷 堂 総合５ １学級減 総合４ 
大  東 普通３ 

商業１ 
１学級減 普通２ 

商業１ 

大船渡東 農業１ 
工業２ 
商業１ 
家庭１ 

１学級減 
学科改編 

農業１ 
工業１ 
商業１ 
家庭１ 

宮古水産 水産２ 
家庭１ 

１学級減 
学科改編 

水産１ 
家庭１ 

久  慈 普通５ １学級減 普通４ 
大  野 普通２ １学級減 普通１ 
福  岡 普通５ １学級減 普通４ 
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〔令和２年度の再編計画の統合を実施することとした地区〕 

 宮古地区（宮古工業高校と宮古商業高校） 

〔令和２年度の再編計画の統合を延期することとした地区〕 

 遠野地区（遠野高校と遠野緑峰高校） 

 久慈地区（久慈東高校と久慈工業高校） 

〔再編計画の学級減を延期した学校〕 

 葛巻高校、花巻南高校、水沢工業高校、前沢高校、山田高校 

〔再編計画の統合等を延期した学校〕 

 盛岡工業高校（定時制） 

 

エ 令和元年度の取組 

  [令和２年度の学級編制］ 

学校名 
令和元年度 
学科・学級数 

再編内容 
令和２年度 
学科・学級数 

盛 岡 北 普通６ １学級減 普通５ 

紫波総合 総合５ １学級減 総合４ 

北上翔南 総合６ １学級減 総合５ 

金 ケ 崎 普通３ １学級減 普通２ 

一関第一 普通５ 
理数１ 

１学級減 普通４ 
理数１ 

一関工業 工業４ １学級減 
学科改編 

工業３ 

高  田 普通４ 
水産１ 

１学級減 普通３ 
水産１ 

釜  石 普通４ 
理数１ 

１学級減 普通３ 
理数１ 

山  田 普通２ １学級減 普通１ 

宮  古 普通６ １学級減 普通５ 

宮古工業 工業３ 統合（校舎制） 
２学級減 
学科改編 

［宮古商工高校］ 
工業２ 
商業３ 宮古商業 商業４ 

〔再編計画の学級減を延期した学校〕 

 盛岡第三高校、不来方高校、盛岡工業高校、葛巻高校、花巻南高校、 

 花北青雲高校、水沢工業高校、前沢高校、一戸高校 

〔再編計画の統合等を延期した学校〕 

 盛岡工業高校（定時制） 
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オ 令和２年度の取組 

〔令和２年度の再編計画の統合を延期することとした地区〕 

 久慈地区（久慈東高校と久慈工業高校） 

〔令和２年度の再編計画の統合を計画から除外した地区〕 

 遠野地区（遠野高校と遠野緑峰高校）  

〔再編計画の学級減を計画から除外した学校〕 

 盛岡第三高校、不来方高校、盛岡工業高校、葛巻高校、花巻南高校、 

 花北青雲高校、水沢工業高校、前沢高校、一戸高校 

〔再編計画の統合等を計画から除外した学校〕 

 盛岡工業高校（定時制） 

 

カ 令和３年度の取組 

  [令和４年度の学級編制］ 

学校名 
令和３年度 

学科・学級数 
再編内容 

令和４年度 

学科・学級数 

岩 谷 堂 総合４ １学級減 総合３ 

〔令和３年度の再編計画の統合を延期することとした地区〕 

 久慈地区（久慈東高校と久慈工業高校） 

 

キ 令和４年度の取組 

  [令和５年度の学級編制］ 

学校名 
令和４年度 
学科・学級数 

再編内容 
令和５年度 
学科・学級数 

盛 岡 南 

 

普通５ 

体育１ 

１学級減 普通４ 

体育１ 

不 来 方 普通７ １学級減 普通６ 

沼 宮 内 普通２ １学級減 普通１ 

紫波総合 総合４ １学級減 総合３ 

遠  野 普通４ １学級減 普通３ 

〔令和７年度の再編計画の統合を実施することとした地区〕 

 久慈地区（久慈東高校と久慈工業高校） 
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ク 令和５年度の取組 

  [令和６年度の学級編制］ 

学校名 
令和５年度 
学科・学級数 

再編内容 
令和６年度 
学科・学級数 

福岡工業 工業２ 統合（校舎制） ［北桜高校］ 
工業２ 
総合３ 

一  戸 総合３ 

前  沢 普通２ １学級減 普通１ 

大  槌 普通２ 学科改編 普通(地域探究科※)２ 

      ※普通科改革(普通教育を主とする学科の弾力化)により学科改編したもの。 

 

ケ 令和６年度の取組 

      [令和７年度の学級編制］ 

学校名 
令和６年度 
学科・学級数 

再編内容 
令和７年度 
学科・学級数 

盛 岡 南 普通４ 
体育１ 

統合 
３学級減 
学科改編 

［南昌みらい高校］ 
普通８ 

不 来 方 普通６ 

久 慈 東 総合５ 統合（校舎制） 
１学級減 
学科改編 

［久慈翔北高校］ 
工業１ 
総合５ 久慈工業 工業２ 

北上翔南 総合５ １学級減 総合４ 

西 和 賀 普通１ １学級増 普通２ 

 

 (2)   評価 

ア  計画の推進 

     前期計画においては、４つの基本的な考え方を基に再編を進め、後期計画にお

いては、教育の機会の保障と教育の質の保証を柱としつつ、地域における学校の

役割を重視した学校づくりに向けて、２つの基本的な考え方を基に再編を進めま

した。 

再編計画の推進に当たっては、計画の着実な実施が重要と考える一方で、中学

校卒業予定者数や各学校の入学者の状況等を十分に把握したうえで、地方創生に

向けた地域の取組状況を見極める等、地域の実情を踏まえた判断が必要となりま

した。 

      このことから、県内各地域の地方創生に向けた取組の充実、工業等の人材確保に

向けた産業界のニーズの高まり、入学志願者の増加など、計画策定後の状況の変化

を十分に勘案したことにより、再編の実施時期を延期及び除外した学校がありま

した。また、社会情勢等の変化による校舎等の施設整備の工期遅延はあるものの、

より良い教育環境の整備に向けて、概ね計画の考え方に沿った再編を進めたとこ

ろです。 



- 8 - 

     

      具体的な取組の例として、統合を行った４校のうち３校においては、独立校舎型

校舎制を採用し、既存の校舎及び施設等を有効に活用することとしており、学校規

模の拡大により合同行事や部活動等、教育活動の活性化を図ることができました

が、生徒交流や教員業務で校舎間の移動に起因する課題が生じました。 

      なお、通学支援策については、公共交通機関による通学の費用が大幅に増加す

る場合や、通学が困難になる場合には、他の地域との公平性も考慮した上で導入

することとしており、統合を行った４校のうち３校が独立校舎型校舎制による統

合、１校が近隣に所在する２校の統合であったことから、検討を必要としません

でした。 

 

［推進状況］ 

年度 
中 学 校 
卒業者数 

県立高校（全日制）の編制 

学校数 
募集学級

数 
学科種別 

平成 28年度 

前期計画 

初年度 

12,081人※１ 63校 255学級 

 普 通 科※３ 148学級 

専門学科  77学級 

総合学科  30学級 

令和３年度 

後期計画 

初年度 

10,092人※１ 62校 224学級 

 普 通 科※３ 129学級 

専門学科  69学級 

総合学科  26学級 

令和７年度 

 

最終年度 
 9,715人※２ 59校 213学級 

 普 通 科※４ 122学級 

専門学科 68学級 

総合学科 23学級 

 

※１ 平成 28年３月及び令和３年３月の中学校卒業者数であり、学校基本調査による。 

※２ 令和７年３月の中学校卒業者数であり、令和７年５月 1日時点の学校教育室調査による。 

※３ 普通科には、理数科及び体育科を含む。 

※４ 普通科には、理数科を含む。 
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イ 実施後の状況 

   計画期間の最終年度となる令和７年度には、１学年４学級以上の学校は 30校（H28

年度比▲６校）、１学級校は 10校（同＋６校）となりました。 

   今後も中学校卒業者数の減少が見込まれるため、県内全域における学校規模の縮

小に伴う教育の質の確保が難しくなることが懸念されることから、生徒一人一人の

多様な学びの実現に応えていくための教育環境の整備について、全県的な視野で検

討を進めることが必要であるものと考えます。 
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Ⅱ 県立高等学校教育の在り方～長期ビジョン～（抜粋） 

令和 ７年 ４月 21日策定 

岩 手 県 教 育 委 員 会 

第３章 県立高校の学びの在り方 

 １ 高校の特色化・魅力化 

  ・ 生徒の学習意欲を喚起し、一人一人の可能性や能力を最大限に伸長するため、高校の特色化・魅力化を推進し、各高校によ

るスクール・ポリシーを踏まえた教育活動を支援します。 

  ・ 本県でこれまで培われてきた各県立高校と地域・企業・大学等との連携・協働を深化させるとともに、取組の持続可能性を

高める環境づくりに取り組みます。 

  ・ 高校の特色化・魅力化に当たり、地域人材等の有効な資源との連携・協働の推進に向けたコーディネーター等の専門人材の

配置については、現在、国において検討が進められていることから、今後の国の動向や他県の状況等を踏まえたうえで検討し、

取り組みます。 

 ２ 普通高校（普通科、理数科又は体育科を置く県立高校） 

  ・ 普通高校に学ぶ生徒の進路は、大学、専修学校等への進学や就職等、多岐にわたっており、生徒・保護者のニーズや社会の

変化に対応した学びの保障や、生徒の資質・能力の向上を図るため、教育課程の見直しや、教育活動の特色化・魅力化等の取

組を更に進めます。 

  ・ 学習の基盤となる資質・能力や現代的な諸課題に対応して求められる資質・能力の育成のためには、教科等横断的な学習を

充実していく必要があることから、探究的な学び、文理横断的な学びの充実を図りながら、ＤＸハイスクールの取組を進め、

新たな学科やコース等の設置について検討し、取り組みます。 

  ・ 理数科等、普通科系の専門学科については、県全体のニーズや卒業後の進路状況を見据え、学科や学系の構成、その内容に

ついて検討し、取り組みます。 

  ・ 小規模の普通高校においては、将来的な生徒数減少の状況や、教育の機会の保障と質の保証の観点を踏まえつつ、より良い

教育環境の整備を図るため、他の高校との再編等を検討し、進めます。 

 ３ 専門高校（農業、工業、商業、水産、家庭など、職業教育を主とする学科（以下「職業学科」という。）を置く県立高校） 

  (1) 全体 

   ・ 専門高校については、産業振興の方向性や、地域が必要とする産業の人材育成を見据えた学科編制や学びの在り方につい

て、国の動向も注視しながら検討し、取り組みます。 

   ・ 地域産業を担う人材の育成や課題の解決に向け、必要に応じて知事部局等と連携しながら、地域や産業界と学校との連携・

協働の推進に取り組みます。 

   ・ 学習の基盤となる資質・能力や現代的な諸課題に対応して求められる資質・能力の育成のため、探究的な学び、実践的な

学びの充実を図りながら、ＤＸハイスクールの取組を進めます。 

   ・ 各専門分野の中心的役割を担う専門高校については、学校規模を維持することにより、職業教育のセンター・スクールと

しての機能を維持します。 

   ・ 小規模の専門高校においては、各分野の専門性を維持しながらより良い教育環境の整備を図るため、より広域での再編も

視野に入れながら、総合的な専門高校への再編や他の学科との併置校への再編等を検討し、進めます。 

  (2) 農業に関する学科 

   ・ 地域の農業形態や産業構造及び地域のニーズ等を考慮しながら、農産品を活用した商品開発等、６次産業化へ対応した教

育課程の見直しや学科改編等を検討し、取り組みます。 

   ・ 小規模な農業高校（科）においては、専門性を維持しながらより良い教育環境の整備を図るため、より広域での再編も視

野に入れながら、他の学科との併置校への再編等を検討し、進めます。 

  (3) 工業に関する学科 

   ・ 地域の産業構造やニーズを踏まえ、工業に関する専門教育の充実と卒業後の進路を見据えるとともに、関連する幅広い分

野について学習できるよう他の職業学科との連携を図りながら、教育課程の見直しや学科改編等を検討し、取り組みます。 

   ・ 小規模な工業高校（科）においては、専門性を維持しながらより良い教育環境の整備を図るため、学びの配置バランスを

考慮するとともに、より広域での再編も視野に入れながら、他の学科との併置校への再編等を検討し、進めます。 

  (4) 商業に関する学科 

   ・ 他の学科においても、６次産業化へ対応した商業に関する学びが求められていることから、学校や学科を超えた連携を図

るとともに、地域の産業構造やニーズを踏まえながら、教育課程の見直しや学科改編等を検討し、取り組みます。 

   ・ 小規模な商業高校（科）においては、専門性を維持しながらより良い教育環境の整備を図るため、より広域での再編も視

野に入れながら、他の学科との併置校への再編等を検討し、進めます。 

  (5) 水産に関する学科 

   ・ 水産業の動向やニーズを踏まえながら、地域や生徒の実態に合わせた教育課程の見直しや、学校や学科を超えた連携、地

域等との連携・協働等、入学者確保に向けた方策を検討し、取り組みます。 

   ・ 将来的にも水産の学びを確保できるよう、より広域での再編も視野に入れながら、他の学科との併置校への再編等、教育

環境の整備の在り方について検討し、進めます。 

  (6) 家庭に関する学科 

   ・ 地域の産業構造やニーズを踏まえ、卒業後の進路を見据えるとともに、関連する幅広い分野について学習できるよう他の

職業学科との連携を図りながら、教育課程の見直しや学科改編等を検討し、取り組みます。 

   ・ 専門性を維持しながら学校の活力を向上させ、より良い教育環境の整備を図るため、学びの配置バランスを考慮するとと

もに、より広域での再編も視野に入れながら、他の学科との併置校への再編等を検討し、進めます。 
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(7) 総合的な専門高校 

   ・ 地域の産業構造やニーズを踏まえた学科構成としながら、より良い教育環境の整備を図るため、より広域での再編も視野

に入れながら、他の学科との併置校への再編等を検討し、進めます。 

 ４ 総合学科高校 

  ・ 地域の産業構造やニーズを踏まえた系列構成や学びの内容となるよう、国の動向も注視しながら、系列の見直しや学びの在

り方等について検討し、取り組みます。 

  ・ 小規模な総合学科高校においては、より良い教育環境の整備を図るため、総合学科高校に改編した成り立ちを踏まえつつ、

より広域での再編も視野に入れながら、総合的な専門高校への再編や他の学科との併置校への再編等を検討し、進めます。 

 ５ 定時制・通信制高校 

  ・ 定時制・通信制高校への入学者数の推移や国の動向等を注視するとともに、不登校や教育上特別な支援を必要とする生徒の

増加等に伴う定時制・通信制高校に求められる役割の変化や、全日制高校の再編整備の動きも考慮しながら、定時制・通信制

高校の機能強化等に取り組みます。 

  ・ 通信制課程の設置について、生徒のニーズの変化等を踏まえ、既存の定時制高校に併設する等、検討します。 

 

第４章 学びの環境整備（県立高校の配置の考え方） 

 １ 学校規模 

  ・ 高校時代は社会に羽ばたこうとする段階の人間形成期にあって、生徒同士の切磋琢磨による学力の向上、社会性や協調性の

育成や生徒の希望する多様な学びの提供を図るには、学校規模を確保することが重要です。 

  ・ 一方で、本県の広大な県土という地理的な条件、地域の実情、適切な教育の質の確保、県立高校が担う役割の多様化及び少

子化の状況等を勘案すると、本県における学校の最低規模は１学年２学級（総合学科高校においては、学科の特長を生かした

教育活動の充実を図るため、原則、１学年３学級）とします。 

  ・ 地域における学びの機会を保障するため、例えば、近隣に他の高校がなく、他地域への通学が困難な場合における最低規模

を１学年１学級とする学校の配置を検討します。 

  ・ これらを総合的に勘案し、学校規模の大小に関わらず、各校が特色・魅力ある教育活動を展開し、生徒が主体的かつ意欲的

に学ぶことのできる環境を構築することが重要です。 

 ２ 小規模校の在り方 

  ・ （再掲）本県の広大な県土という地理的な条件や、地域の実情、適切な教育の質の確保や県立高校が担う役割の多様化、少

子化の状況等を勘案すると、本県における学校の最低規模は１学年２学級（総合学科高校においては、学科の特長を生かした

教育活動の充実を図るため、原則、１学年３学級）とします。 

  ・ 小規模校における教育の充実に当たり、人口減少社会を見据え、遠隔教育や学校間連携、地元市町村や特別支援学校との連

携・協働、及び遠隔教育を併用した校舎制等の導入等について検討し、取り組みます。 

  ・ 将来的な生徒数減少の状況や、教育の機会の保障と質の保証の観点を踏まえた小規模校における教育条件の改善について、

国の動向を注視しながら検討し、取り組みます。 

 ３ 地区割と学校配置 

  ・ 交通網の発達や生徒の通学の利便性、産業振興の動向、義務教育との接続等を考慮し、県立高校の配置に関する地区割の基

本単位を地区とし、新たに６地区（盛岡、中部、県南、沿岸南部、宮古、県北）とします。 

  ・ 専門学科及び総合学科については、将来的な生徒数減少の状況に対応しながら専門分野の学びの多様性を確保するため、全

県における学校配置バランスを考慮しつつ、広域での再編を検討し、進めます。 

  ・ 県立高校の学校統合においては、教育の質を確保しながら地域に学びの場を残す方策として、遠隔教育を併用した校舎制等、

新たな方策を検討し、取り組みます。 

  ・ 施設の有効活用等の観点から、特別支援学校や中学校との連携等、校種に捉われない配置の在り方を検討し、進めます。 

 ４ 通学区域 

  ・ 通学区域が設定されている趣旨や、入学者選抜における学区制限の状況、特定の地域への志願者の集中を招く懸念等を考慮

し、学区の在り方については、次期高校再編計画における高校の配置を踏まえたうえで検討します。 

 ５ 通学等に対する支援 

  ・ 将来的な生徒数の減少や、広大な県土を有する本県の通学事情等を考慮し、学校統合を行う場合で、かつ、通学が困難とな

る場合には、地元市町村と連携した通学支援等の在り方について検討します。 

 

第５章 県立高等学校教育の充実に向けた方策 

 １ 遠隔教育・学校間連携 

  ・ 中山間地等に所在する小規模校の生徒が履修できる教科・科目等の種類の増加、生徒の興味関心や進路希望に基づく多様な

学習ニーズに対応するため、実施要件の弾力化等、国の動向を注視するとともに、遠隔教育や学校間連携のメリット、デメリ

ットを踏まえながら、遠隔教育の普及・拡大に取り組むとともに、学校間連携の拡大について検討し、取り組みます。 

  ・ 生徒が病気や怪我、感染症の流行等により一定期間登校できない状況下において、遠隔教育と対面教育をバランス良く組み

合わせた教育の在り方について検討し、取り組みます。 

 

 ２ 教育上特別な支援を必要とする生徒等への対応 

  ・ 多くの高校に教育上特別な支援を必要とする生徒等が在籍していることから、高校と特別支援学校との連携を深める等、こ

れらの生徒への対応や、よりインクルーシブな教育環境の在り方について検討し、取り組みます。 

  ・ 不登校の状況にある生徒に配慮した教育環境の整備については、国の動向や他県の取組事例等を踏まえ、遠隔教育等による

支援に取り組みます。 

  ・ 岩手県外国人児童生徒等教育方針に基づき、外国人生徒等に対する日本語教育を含めた学校教育全般にわたる支援を検討し、

取り組みます。 
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 ３ 普通科改革（「普通教育を主とする学科」の弾力化） 

  ・ 大槌高校の取組をモデルとして今後の推移を検証し、他校への展開を検討し、取り組みます。 

  ・ 普通科改革において、特色・魅力ある文理融合的な学びを行う学科として文部科学省が例示している「学際領域に関する学

科」等の設置を検討し、取り組みます。 

 ４ 普通科改革によらない新たな学科等の設置 

  ・ グローバル社会で活躍できる人材の育成に資する拠点校の整備や、探究的、教科等横断的な学びに資する学科等の在り方に

ついて検討し、取り組みます。 

 ５ 全日制高校への単位制導入 

  ・ 大学等への進学指導に重点を置いた全日制普通高校において、生徒の多様な進路希望や学習ニーズを踏まえ、大学卒業後の

キャリア形成を見据えた指導体制の一層の充実に向け、単位制の導入について検討し、取り組みます。 

 ６ 県政課題に対応した人材育成の取組 

  ・ 県政課題等に対応した人材の育成に向け、医系や科学系分野等の専門職を目指すコースや、探究的な学び、文理横断的な学

びに取り組むコースなど、学力向上に資するとともに特色あるコースの設置について検討し、取り組みます。 

 ７ 中高一貫教育 

  ・ 連携型中高一貫教育については、連携中学校から連携高校への進学状況や今後の中学校卒業予定者数の推移等を考慮のうえ、

今後の在り方について検討し、取り組みます。 

  ・ 併設型中高一貫教育については、これまでの成果や課題を踏まえ、県立中学校設置による周辺地域も含めた義務教育に与え

る影響や、中学校卒業予定者数に基づく見通し等を考慮のうえ、今後の在り方について検討し、取り組みます。 

  ・ 本県にとって、より良い併設型中高一貫教育校における教育課程や学級編成の在り方について検討し、取り組みます。 

 ８ いわて留学（県外募集） 

  ・ いわて留学（県外募集）の実施校及び実施を検討している学校に対する支援の方策について検討し、取り組みます。 

  ・ 県外生に対して、生活全般において適応が可能となるような支援の在り方について検討し、取り組みます。 

 

【実施計画の策定】 

  当該長期ビジョンを土台として、全ての生徒が変化の激しい社会に主体的に対応する資質・能力を備えることとともに、持続可

能な社会の構築につなげること等を目指して、今後の県立高等学校における教育環境の構築等に取り組みます。 

  今後の県立高等学校における教育環境を構築の実現にあたり、一定期間を見通した実施計画を定める必要があります。 

  このため、県立高等学校教育の在り方～長期ビジョン～から概ね10年後を見据えた「第３期県立高等学校再編計画」を策定しま

す。策定に当たっては、令和７年度において地区毎に地域住民との意見交換を重ね、十分に意見を伺いながら検討を進めます。 

  なお、再編計画では、前期５年間における具体的な計画を示すとともに、後期５年間の方向性を示すこととし、後期の具体的な

内容は、今後の状況を見極めながら検討することとします。 

 



　年３月 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53
入学者数 20,832 22,540 22,397 23,040 21,386 22,531 21,644 20,965 21,571 20,529 20,904 22,486 21,339 21,004 21,271 20,867
中学校卒業者数 39,358 40,369 40,011 39,184 34,906 35,841 32,594 31,381 29,844 27,425 26,250 27,412 25,216 24,304 24,254 23,370
進学率 52.9% 55.8% 56.0% 58.8% 61.3% 62.9% 66.4% 66.8% 72.3% 74.9% 79.6% 82.0% 84.6% 86.4% 87.7% 89.3%

　年３月 平成12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

中学校卒業者数 17,874 16,899 16,585 15,748 15,468 14,857 14,640 14,576 13,970 13,678 13,748 12,885 12,714 12,377 12,530 12,083

高校等進学率 97.5% 97.9% 98.2% 98.0% 98.4% 98.7% 98.7% 98.7% 98.7% 98.8% 98.9% 99.3% 99.4% 99.4% 99.4% 99.5%

高校等進学者数 17,434 16,541 16,279 15,440 15,221 14,661 14,449 14,383 13,786 13,508 13,597 12,792 12,641 12,301 12,450 12,025

　年３月 28 29 30 31 令和2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

中学校卒業者数 12,081 11,929 11,379 11,138 10,677 10,092 10,396 10,077 9,960 9,715 9,609 9,256 9,123 9,079 8,755 8,645

高校等進学率 99.3% 99.4% 99.4% 99.5% 99.5% 99.3% 99.4% 99.3% 98.8% 98.6% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0%

高校等進学者数 12,001 11,860 11,316 11,079 10,626 10,022 10,333 10,006 9,843 9,578 9,513 9,163 9,032 8,988 8,667 8,559

　年３月 14 15 16 17 18 19 20 21

中学校卒業者数 8,218 7,962 7,334 6,839 6,516 6,233 5,799 5,310

高校等進学率 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0%

高校等進学者数 8,136 7,882 7,261 6,771 6,451 6,171 5,741 5,257

Ⅲ　岩手県における中学校卒業者数及び高校等進学者数の推移
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17000
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H12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 R2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

人
数

年

各年ごとのデータ

中学校卒業者数（折れ線グラフ）

高校等進学者数（棒グラフ）

令和3 10,092人

令和7 9,715人

平成28 12,081人

0

令和21 5,310人

【参考】中学校卒業者数 と 高校等進学者数について

〇中学校卒業者数 … 平成12年から令和７年までは実績値、令和８年以降は令和７年５月１日時点における中学校や小学校等の在籍生徒数等からの推定値である。

〇高校等進学者数 … 平成12年から令和７年までは実績値、令和８年以降は進学率を99.0％に固定し、高校進学者数を算出している。高等専門学校及び特別支援学校高等部へ

の進学者数を含む。

令和17 6,839人

平成12 17,874人

平成21 13,678人

第１期再編計画 第２期再編計画 第３期再編計画

令和8 9,609人

令和12 8,755人
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地　　区
地　区　内
市　町　村

学　　区

盛　　岡 盛岡市 盛岡第一 盛岡第二 盛岡第三 盛岡第四 盛　　岡
杜陵（定・通） 盛岡工業（全・定） 盛岡商業
盛岡市立
岩手 岩手女子 盛岡白百合 江南義塾盛岡
盛岡誠桜 盛岡大附属 盛岡スコーレ 盛岡中央（全・通）

八幡平市 平舘
滝沢市 盛岡北 盛岡農業
雫石町 雫石
岩手町 沼宮内
葛巻町 葛巻
矢巾町 南昌みらい
紫波町 紫波総合

中　　部 花巻市 花巻北 花巻南 花巻農業 花北青雲 岩手中部
大迫 花巻東

北上市 黒沢尻北 北上翔南 黒沢尻工業 専修大学北上（全・通）

西和賀町 西和賀
遠野市 遠野 遠野緑峰 気仙・釜石

県　　南 奥州市 水沢 水沢農業　 水沢工業 水沢商業 胆　　江
前沢 岩谷堂 杜陵奥州（定・通） 水沢第一

金ケ崎町 金ケ崎
一関市 一関第一（全・定） 一関第二 一関工業 花泉 両　　磐

大東 千厩 一関学院（全・通） 一関修紅
平泉町

沿岸南部 陸前高田市 高田　　　　 気仙・釜石
大船渡市 大船渡（全・定） 大船渡東
住田町 住田
釜石市 釜石（全・定） 釜石商工
大槌町 大槌

宮　　古 宮古市 宮古（全・定・通） 宮古北 宮古商工 宮古水産 宮　　古
山田町 山田
岩泉町 岩泉
田野畑村

県　　北 久慈市 久慈 久慈長内（定） 久慈翔北（門前校舎） 久　　慈
洋野町 種市 大野
野田村 久慈翔北（野田校舎）

普代村
二戸市 福岡（全・定） 北桜（工業校舎） 二　　戸
一戸町 北桜（総合校舎）

軽米町 軽米
九戸村 伊保内

Ⅳ　県立高校の配置に関する地区割と高校の配置、通学区域（学区）

地区内の県立高校・市立高校・私立高校（令和７年度）

○高校再編の地区割

県立高等学校や学科等の配置、学級数の調整等を行う場合の地区割。

○通学区域（学区）
岩手県立高等学校の通学区域に関する規則に定める区域で、高等学校に就学しようとする者は、学区内

の高等学校に出願することを原則とする。

ただし、特例により、学区の制限を受ける者は、全日制課程の普通科に出願する者のみとなっている。
また、全日制課程の普通科においても、定員の10％以内で学区外からの入学を許可している。

地　　区
地　区　内
市　町　村

学　　区

盛　　岡 盛岡市 盛岡第一 盛岡第二 盛岡第三 盛岡第四 盛　　岡
杜陵（定・通） 盛岡工業（全・定） 盛岡商業
盛岡市立
岩手 岩手女子 盛岡白百合 江南義塾盛岡

盛岡誠桜 盛岡大附属 盛岡スコーレ 盛岡中央（全・通）

八幡平市 平舘
滝沢市 盛岡北 盛岡農業
雫石町 雫石
岩手町 沼宮内
葛巻町 葛巻
矢巾町 南昌みらい
紫波町 紫波総合

中　　部 花巻市 花巻北 花巻南 花巻農業 花北青雲 岩手中部
大迫 花巻東

北上市 黒沢尻北 北上翔南 黒沢尻工業 専修大学北上（全・通）

西和賀町 西和賀
遠野市 遠野 遠野緑峰 気仙・釜石

地区内の県立高校・市立高校・私立高校（令和７年度）
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各年3月 S41 45 49 53 57 61 H2 6 10 14 18 22 26 30 R6

岩手県の高校進学率 58.8 66.8 82.0 89.3 94.4 94.5 95.3 96.7 97.7 98.2 98.7 98.9 99.4 99.5 98.9

全国の高校進学率 72.3 82.1 90.8 93.5 94.3 94.2 95.1 96.5 96.8 97.0 97.7 98.0 98.4 98.8 98.6

岩手県の大学等進学率 19.8 16.7 21.3 20.6 20.4 19.2 22.5 27.1 30.5 31.7 37.2 40.1 42.4 44.6 49.9

全国の大学等進学率 24.5 24.2 32.2 32.8 30.9 30.3 30.6 36.1 42.5 44.8 49.3 54.3 53.8 54.7 61.9

※　出典：学校基本調査

Ⅴ　高等学校、大学等への進学率の推移
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Ⅵ 中学生の志望学科（中学生アンケート結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 実 施 時 期：令和５年７月３日（月）～７月28日（金） 

２ 対象となる学校：中学校第３学年及び義務教育学校第９学年の生徒が在籍する県内全ての国公立中学校

及び義務教育学校（145校） 

３ 対 象 者：県内国公立中学校第３学年及び義務教育学校第９学年に在学する生徒 

４ 対 象 生 徒 数：9,888人 

５ 回 答 者 数：8,960人（90.6％） 

設置学科 55.2 1.7 0.4 1.7 0.4 59.4 5.6 14.2 7.8 0.9 1.7 30.2 10.4 0.0
（私立・市立含） (61.0) (1.3) (0.3) (1.3) (0.3) (64.2) (4.2) (11.0) (7.4) (0.6) (2.2) (25.4) (9.4) (1.0)

R５結果 58.1 2.8 1.2 3.1 1.0 66.2 2.1 7.8 5.1 0.4 2.0 17.4 5.6 1.5 1.5 7.8

盛岡 65.6 2.6 1.3 3.3 1.3 74.1 2.1 5.8 7.1 0.2 1.1 16.3 1.6 1.6 1.1 5.3

岩手中部 55.7 1.8 2.1 5.1 0.8 65.5 3.5 8.9 3.3 0.1 2.2 18.0 6.3 1.4 1.7 7.1

県南 45.2 4.7 1.0 1.7 1.0 53.6 2.1 12.0 3.8 0.1 3.2 21.2 11.2 1.9 1.7 10.4

沿岸南部 68.4 3.2 0.3 1.9 0.8 74.6 1.9 4.4 2.9 1.2 2.2 12.6 2.7 0.2 2.0 7.9

宮古 54.7 1.0 0.6 1.4 0.4 58.1 0.4 7.0 11.1 2.3 2.9 23.7 2.9 1.8 1.8 11.7

県北 55.8 1.5 0.4 3.2 0.7 61.6 0.6 7.5 1.2 1.0 1.3 11.6 12.3 0.9 2.1 11.5

※設置学科の割合は、「対象学科の募集定員数÷全体の募集定員数×100」で算出したものであること。
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Ⅶ　推測される学級減等の時期

　
　　

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17
盛岡第一 ▲ 1
盛岡第二 ▲ 1
盛岡第三 ▲ 1
盛岡第四 ▲ 1
盛岡北 ▲ 1
南昌みらい ▲ 3
盛岡農業
盛岡工業
盛岡商業
沼宮内 ▲ 1
葛巻 ▲ 1
平舘 ▲ 1 ▲ 1
雫石

紫波総合

盛岡地区計 ▲ 3 0 ▲ 1 0 0 0 ▲ 1 ▲ 1 0 ▲ 4 ▲ 2

花巻北 ▲ 1
花巻南
花巻農業
花北青雲 ▲ 1
大迫 ▲ 1
遠野 1 ▲ 1
遠野緑峰 ▲ 1 ▲ 1
黒沢尻北 ▲ 1
北上翔南 ▲ 1 ▲ 1
黒沢尻工業

西和賀 1

中部地区計 0 0 ▲ 2 ▲ 1 ▲ 1 0 0 ▲ 2 ▲ 1 0 0

水沢 ▲ 1
水沢農業 ▲ 1
水沢工業
水沢商業
前沢
金ケ崎 ▲ 1 ▲ 1
岩谷堂 ▲ 1
一関第一 ▲ 1 ▲ 1
一関第二 ▲ 1
一関工業
花泉 ▲ 1
大東 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1

千厩 ▲ 1

県南地区計 ▲ 2 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1 0 ▲ 1 0 ▲ 2 ▲ 4

高田 ▲ 1 ▲ 1
大船渡 ▲ 1
大船渡東 ▲ 1
住田 ▲ 1
釜石 ▲ 1
釜石商工 ▲ 1

大槌
沿岸南部地区計 0 0 ▲ 3 ▲ 1 0 ▲ 2 0 0 0 ▲ 1

山田
宮古 ▲ 1 ▲ 1
宮古北 ▲ 1
宮古商工
宮古水産

岩泉 ▲ 1

宮古地区計 0 ▲ 1 ▲ 1 0 ▲ 1 0 0 0 0 ▲ 1

久慈 ▲ 1
久慈翔北 ▲ 1 ▲ 1
種市 ▲ 1
大野 ▲ 1
軽米 ▲ 1
伊保内 ▲ 1
福岡 ▲ 1 ▲ 1

北桜 ▲ 1

県北地区計 0 ▲ 2 ▲ 1 ▲ 2 0 0 ▲ 2 ▲ 1 0 ▲ 1 ▲ 1

全県計 ▲ 3 ▲ 4 ▲ 6 ▲ 8 ▲ 3 ▲ 2 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 1 ▲ 7 ▲ 9
全県累計 ▲ 4 ▲ 10 ▲ 18 ▲ 21 ▲ 23 ▲ 28 ▲ 33 ▲ 34 ▲ 41 ▲ 50

・ 過去３か年の市町村別の各高校への進学率、隣接協定及びいわて留学による入学者数と今後の中学校卒業予定者数から入

学者数を推計し、岩手県立高等学校の管理運営に関する規則及び第３期県立高等学校再編計画の基準に照らし合わせて各校

の学級減の時期を機械的に推測したものです。

・ ▲１は学級減の年度を表し、下線の▲1は再編計画による学級減を表します。

・ 他校の学級減による志願者の移動等は考慮していません。

・ 統合や学級減を決定するものではありません。
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